
 

制定 令和６年８月１日  

 

大阪市特定教育・保育施設等の確認監査結果等の公表に関する実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、大阪市特定教育・保育施設等確認監査実施要綱（以下「要綱」と

いう。）第16条第２項に規定する公表内容に係る詳細な事項のほか、同条第１項の規

定による公表についてその他の必要な事項を定める。 

 

（公表内容の詳細） 

第２条 要綱第 10 条第１項及び第２項の規定により特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業（以下「施設等」という。）を対象として実施する実地指導（以下「定期的実地指

導」という。）について、要綱第 16条第２項の規定による公表内容の詳細は、次の表のと

おりとする。 

要綱第 16条第２項 公表内容の詳細 

ア 運営主体の名称 施設等を運営する法人等の名称 

イ 施設の種別 要綱別表における確認監査対象施設等の欄

における施設等の種別 

ウ 施設の名称 施設等の名称 

エ 実地指導の実施日 定期的実地指導を実施した日（２日以上に

わたる場合は、実施した日のすべて） 

オ 要綱第 14 条第１項に規定す

る通知において指摘した事項 

左欄の通知において、是正又は改善につい

て報告を求める事項（以下「指摘事項」とい

う。）として記載した内容 

カ 前号に対する改善状況 要綱第 15 条第１項に基づき報告資料の内

容を確認した結果（以下「確認結果」とい

う。） 

２ 前項における公表内容の詳細のうち、要綱第 16 条第２項オ及びカに該当する内容につ

いては、指摘事項に係る指導経過等に配慮し、その全部又は一部を公表内容から除外する

ことがある。 

 

（改善状況の分類） 

第３条 要綱第16条第２項カに係る確認結果は、次の各号に掲げる区分に応じて分類す

る。 

（１） 改善済 指摘事項に対する改善が完了していることが確認された場合 

（２） 改善中 指摘事項に対する改善手法及び期限等が挙証資料等により具体的に示

されており、改善に努めていることが確認された場合 

（３） 未改善 正当な理由なく要綱第14条第２項に規定する報告資料（以下「改善報

告書」という。）が提出されない場合、指摘事項に対する改善の意思が示さ

れない場合又は指摘事項に対する改善手法及び期限等が具体的に示されてお

らず、改善に努めていることが確認できない場合 



 

（公表期間） 

第４条 要綱第16条第１項の規定による公表の開始時期は、当該公表の対象となる定期的

実地指導を実施した年度（以下「指導実施年度」という。）の翌年度の８月末日を目途

とする。 

２ 前項の開始時期に公表する内容のうち、要綱第16条第２項カに該当する内容について

は、指導実施年度の翌年度の６月末日時点で大阪市（以下「本市」という。）に到達し

ている改善報告書に基づく確認結果とする。 

３ 公表期間は、指導実施年度の翌年度に実施した定期的実地指導の結果等に係る公表を

開始する日の前日までとする。なお、公表期間中において、改善報告書の追加提出によ

り前条に規定する改善状況の分類の変更を要するなど事情変更が生じた場合は、速やか

に公表中の情報の更新を行う。 

 

（公表の方法） 

第５条 本市のホームページへの公表の際には、同時に各区保育業務主管部署あて情報提 

供を行う。 

 

（施設等による公表情報の変更申出） 

第６条 施設等を運営する法人等は、公表中の情報について、閲覧者の誤解を招くおそ

れがあると判断した場合、本市に対し書面により当該情報に係る変更の申出を行うこと

ができる。 

２ 本市は、前項の申出があった場合、速やかに審査を行い、当該申出内容に合理的理由

があり、かつ公表中の情報の変更を要すると認められる場合、公表中の情報を変更する

ものとする。 

３ 本市は、前項の審査の結果について、変更の申出をした法人等あて通知する。 

 

（非公開情報の取扱い） 

第７条 大阪市情報公開条例（平成13年大阪市条例第３号）等関係法令において非公開情

報に該当する情報は、公表しない。 

 

（その他の確認監査結果等の公表） 

第８条 要綱第11条の規定による実地指導、要綱第12条第１項の規定による監査及び要綱

第15条第３項の規定による措置（以下「その他の確認監査」という。）の実施に伴い、

要綱第16条第２項に規定する公表内容に係る詳細な事項等については、その他の確認監

査の実施の都度、別途定めるものとする。 

 

（細 目） 

第９条 この要領に定めのない事項については、別に定めるものとする。 

 

 

 附 則 

この要領は、令和６年８月１日から施行する。 


